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発 者の拡張的学習を 支援するマネジメント 

0 吉永崇史 けヒ陸 先端科学技術大学院大 ) 

で @ エ 

本稿の目的 は ，研究組織が 持続的にイノベーション 
活動を行うためのマネジメントについて 検討することであ 

る。 そのために。 従来のイノベーション 研究と互 gestr 師 

孝法組織との 相互作用関係に 着目しながらも。 それを 
囲 まとんどないとした 上で " 「すでに 

通念のもとで 捉えられてきた 技術 
( 科学 ) の扱い方を再検討する 必要があ る」と述べてひち 

㎏。 ㌶」 )l5L 5 」。 
上記の背景において ，近年では経営学と 科学 " 技術 

社会論 ( 以下 STS;Sc@enceandT ㏄㎞。 ぬ野 Studies) を相 
互に検討する 必要があ るとの主張が 出てきてい 刮盛 ]M 
同 。 ㌍ S の分野ぽ科学論と 技術論に分かれるが ，中島 

によれば。 とりわけ経営学における 研究と関連性が 高い 

技術論については ，それよりも 先行して発展した 科学論。 
特に「科学知識の 社会学」 (soc@o ぬ 騨が， c@ 。 " を i 轟 。 
k"owled 欝 。 以下 SSK) における成果を 技術分野に拡張 

しようとする 分野として位置づけられる㎏ 田 2)M 。 従って， 
技術論は SSK と同様に社会構成主義の 影響を吏 - ナ一 

賞 して社会と技術の 相互作用過程に 関心をおいてきた。 

入江は，技術論の 代表的な知見であ る㏄ @ann の ア タタ 
ー。 ネット ヮ一タ 。 アプローチ (8 陸 踏まえ，イノベーション 
を 「技術を超えて ，物的 人的なもの，さらには 制 
度 的なもの ( アタク一け。 社会一技術ネットワーク 

成 」と 再 定式化しために 
者 修正 )[4L 。 
しかしながら ，上記のような 実践を円滑に 進めるため 

乗り越えるために。 研 
るための支援を 目的とした仕掛け 

強 的学習 [1 拉 ]@ ，入間の協 
テムを分析対象とし。 シ 

場 で生み出そうとす 

  協調的な学習モデル 

であ る。 拡張的学習は。 「最近接発達領域 (Zone が 
叩 iTl 。 "t); 偶人の現在の 日常的行為と 杜 

史的に新し む 、 形態との間の 距離」 ( 訳書， 

P. ㌶ 2) Ⅰを渡る道程として 特徴づけられる。 由佳 は，拡 
張的 学習ば入みが 仕事や組織の 実践の現場において 

自らの仕事や 組織を新たにデザインしていくプロセ 
あ り。 このような実践者たちの「育ち 合いⅡ こ もとづく   

の 学びがその本質であ と 述べてい 刮 豆田。 
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田駿 str6% ほ 。 人間の活動を 生産 ( 所与の欲求に 対 デレ t 強化し新たな 実践，の 7 つの段階 力 、 らなる具体的 
心 する対象を作り 出す ), 分配 ( 社会的法則に 従った対 な人間の集合による 活動システムの 拡張的移行のザイク 
象の配分 ), 交換 ( すでに配分されたものに 対する再配 ル ㎏。 ぬ 2) を 提示した ( 轡 ㌻ 2)[2] 。 当 サイクルの特筆 す 

それらを結びつけるものとして ， べき点として。 次の段階への 移行に伴って 生ま 
ではなく，組織として 共通した や葛藤，衝突に 着目することで ，「面倒で焦点 

意識を形成しているれ 汚意蜘 ， ( 媒介する人工 絞れない不安定田 こ 耐え，ユーザー や 競合他社の実 

物 ) 」，「対象と 結果 J 。 「 分 ， 「 ル づりの 6 こまで踏み込み ， 常に目らの実践を 訂正し 

持つ人間の活動シス ていく コ ㎏ ] 研究開発者の 営みをより実態に 即した 
とが可能となる。 また， 当 モデルは，双述 

は 。 当 モデルを分析枠組みとして 活 した入江の「物的なもの ( 「道具」，「対象」 ) 。 人的なもの 

欲求状態を作り 出す。 ( 「 ( 集団的 ) 主体 J), 制度的な 
験約 分析 (3) 歴史 力 、 ら 成る社会一技術ネットワー 

的に新い ソ リューションの モヂル化 。 ( ゆ 歴史的に新し の 再構成」 (p 。 ㏄ ) は 
ぃ 活動モデルの 形成， (5) 活動モデルの 実施 パめ 実践 。 本研究における 問 

過程の省 劉こ 基づく活動モデルの 再編成， (7) 活動 モ は整合性があ ると言える。 

図 2-2 。 Engestr5 皿 (29 甲 拡張的に習得された 活動システムのモデル ( 筆者一部修正 ) 

道具 ( 媒介する人工物 )     
活動モデ八 % り 出と適用 方法論。 イデオロギー 

ノレーノ ン     

けられたグループ 内部の協働と 協働とオープンな と 課題の組み合わせ 
オープンなコミュニケーション コミュニケーション 

図 2-2. En 綴 stro 皿に 
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実際に Engestro 田はマンハッタン 計画に従事した 科 
学者集団を対象として 者アプローチに 基づく分析を 試み 

ている。 その結果，歴史的に「 人的」 ( 個人的 } な 活動 
から「合理化された」 ( 組織的。 統制的 ) 行 勤 
行して出現した「人間化された」 ( 組織的。 半 
勤 へと変遷する 過程を実証するとともに。 更 
態であ る「集団的。 拡張的に習得 t れた」 活 

が 現れつつあ ることを示唆した ( 訳書， p 。 281) 囚 。 当活 

ための方法論を 集団的主体が 兼ね備えていること ，の 2 
点となっている。 

拡張的学習モデル [&] 同を具体的な 事例に只 
詞するために。 大手日系メーカー A 社の企業 
で組織されている。 あ る特定のドメイン ( 以下。 E ドメイン ) 
に適用する生産技術についての 研究チー ぷ 2006 年額 " 
名の構成で，一般的にほ 課 レベル ) を対象として ， 

ム 発足の検討が 行われた 鑓 03 年 6 月から 2 
年 9 月の計 3 年 4 ケ 月にかけて定期的に 聞き取り調査を 
行った結果を 下記に示す。 

STS 分野での第一人者であ る Lato ℡は。 「科学と技 
術へのわれわれの 入口は，作成段階 
を通るものであ り，既製の科学 れづ 壮 
のではない 1 訳書， p.7) と述べている UlL 。 本調査につ 
いても ぬ t 。 ur のアプローチを 踏襲し，チームが 組織内覚 
の技術を形成していく 営みに対する 観察を試みている。 

E ドメイン は ， A 社の事業戦略上大変重要であ るドメイ 

ンであ る。 E ドメインは近年の 環境の変化に 伴い急速に 

開発。 生産が大規模化。 複雑化しており ，開発スピードと 
品質の確保を 両立させるために ，早急かつ根本的な 問 
題解決を行 う 必要があ った。 
当 研究チームは 発足当初。 A 社幹部から， ピ ドメイン 
で 研究が進んでいる。 画期的ではあ るが 円 ドメイン内で 

さえ導入の是非が 議論されている 技術 ( 以下 x 技術 陸 

ヨ ドメイン ヘ 適用することで ，根本的な生産性向上を 実 
現できる技術を 確立するよう 期待 C? れていた。 従って。 研 
究チームの技術開発の 道筋はあ らかじめ決まっていたと 
言える。 現に，チームリーダーは E ドメイン専門の 研究者 

であ ったものの， 紺 ドメインを専門としていた 研究者も コ 
ア メンバーとして 参加した。 

しかしながら。 当 研究チームは 半年間にわたって 実 
験的取組みを 行いながら同時に 議論を重ねた 結果， ヨ 

ドメインでは 考慮されていない 日 ドメインの固有の 課題を 

突き止めた。 X 技術をそのまま 導入することを 断俳した代 
わりに，より 根本的な解決策として。 X 技術の思想を 已 ド 

メイン こ 適用するとともに ， E ドメイン，かつ 個別の製品事 
情に沿った独自の 技術研究を開始した。 
その後。 A 社内関連事業組織への 貢献を目的として。 
研究成果の現場への 適用を始めた。 E ドメイン現場との 
緊密な連携を 通じて， 円 ドメインにおけるⅩ技術以覚の 
技術的なコンセプトを 積極的に導入して E ドメインに   適 
用 させていった。 その結果。 つめ ケースではあ るが， 研 

究対象製品のために 独自に開発した 生産技術適用の 
結果， 当 製品の大幅な 生産性向上と 品質改善が達成さ 
れる れづ 成果を得た。 

現在までの研究活動の 結果。 E ドメイン内でも 製品に 
よって技術研究のアプローチに 大きな違いがあ ることを 

の アプローチの 違いを 体 
ローチ毎に 4 つのサブ 
具体的な製品を 対象に 

当面のチームの 課題は。 事業的な視点と 技術的な視 
点の両立であ る。 事業五の効果に 直結する個別の 製品 
事情に応じた 生産性向上れ づ 事業面での取組みと " E 
ドメイン全製品に 共通する生産技術を 研究するために 必、 
要な ，製品間の共通性と 個別性の把握と レづ 技術面で 
の取組みをいかにバランスよく 進め，かつ相互作用させ 
ていくか，が 今後重要になってくる。 

以上の研究チームの 組織的活動の 取組みにあ たっ 
て，下記 h つ め チームマネジメン 片上のポイントを 発見し 

なるメンバーは 豊富な現場経験と 
力があ り，他方。 経験の浅いメンバ 

一は 積極的に現場に 派遣されてい (2) チ - ムメンバ 
一間にほ堅固な 信頼関係が構築 さ ，オープンな 議論 
が日常的に行われている ， ( り チーム内にほ 多様な専 

門知識。 研究アプロ - チ。 技術に対する 考え方が混在 
し，メンバーは 多元的価値観に 基づくコミュニケーション 
を無意識的に 行っている。 (4b メンバーは上級マネジャ 
一 ( 部長クラス ) 及び社内覚との 積極的な連携を 通じて 
得たアドバイザーから ，より広い視野。 メタ思考。 政治的 
判断にもとづく 具体的なアドバイスを 受けることができる ， 

( 翰 事業部などの 関連チームからの 高い期待があ る， 

5 。 考察 

当調査の結果から ，対象研究チーム ほ ， Styhre[g] が 
示した，マネジメント 面での目標管理の 側面と技術研究 
における科学的な 営みのトレードオフが 発生していない 
ことが見て取れる。 その原因を。 拡張的学習モデルに 基 
づいて考察してみたい。 
まず。 活動システムの 分析枠組み ( 図 ㌻ 
づく考察としては。 マネジメントサイドではなく 研究チー 

ム げ 集合主体」が ，ヒドメインを「対象」として 根本的に生 
産性を改善すると レづ 明確な「成果 ( 目標 ) 」の 下 ，上級 
マネジャ一の 力を借りて研究チ - ムのプレゼンスを 高め ， 
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極 的にチーム内外との 連携を進めて「共同体」を 形成 
変にチーム内のサブチームを 形成することで 
っていたことであ る。 チームメンバ 一には確 

固たる信頼関係が 成立しており ，オープンな 雰囲気の中， 
定期的に議論を 行っている ( 「ルール」 ) 。 メンバー全員 

の「道具」としては「多元的価値観」；通り ，異質な視点を 
積極的に取り 込むことが可能であ った。 従って，分業し 

つつもお互いの 進捗状況は常に 把握しているため ，研 
究チームが置かれた 全体の文脈の 中で個別最適化を 
進められたのではないだろうか。 

次に，拡張的サイクル [2]( 図 ㌻幼に基づいて 分析す 
ると，「第一の 矛盾」 ;X 技術の E ドメインへの 適用可能性 
の研究。 「第二の矛盾」 下 ドメイン と円 ドメインの比較を 
通じて 巨 ドメインに真に 必要な技術の 模索，「第姉の 矛 

盾 田 ドメイン内の 製品間での違い」，及び「第一の 転 

換」Ⅸ技術の 本質的な思想だけを 三 ドメインに適用する ， 
を乗り越えている。 現在ほ第 6 段階にあ たる「第四の 矛 

盾」 ; 事業的側面と 技術的側面の 衝突に立ち向かい ，第 
二の転換に向かって 格闘している 最中だと考えられる。 
上記の分析から ， 当 研究チームを 支えたマネジメント 

方針で効果的なポイントは 下記の 4 点であ るとの仮説が 
得られた。 (i) 対外的にほ研究チーム 外 ( 
め 注の交流を通じて ，優れたアド ノけザ一 
(2) 対内的にはオープンな 雰囲気作りの 下 フォーマル な 
議論に加えて 日常的な議論 ( 雑談レベル ) の推進， ( 醸 

拡張的ザイタルを 円滑に回すための 道具立て ; 活動 モ 
デル創出。 適用。 評価のための 方法論の確立 ( 奉 事例で 

は。 多元的価値観を 徹底させることで 異質な考え方 ヵ、 ら 
新しいアイデアを 生み出すと捧に ，経験の浅い 研究員 
をあ えて現場に派遣して 現場志向と研究志向を 両立さ 

せる ), (4U より複雑になりながら 次々に襲ってくる 矛盾を 
チーム成長の 原動力としてポジティブに 捉え，チーム 全 
体を転換させる 舵取りを行 う 。 

律 
調査にご協力いただいた A 社内研究チームのメンバ 

一の方みに厚く 御礼を申し - ヒ げる。 

本研究は，北陸先端科学技術大学院大学 2 ヱ 世紀 
COE プロバラム「知識科学に 基づく科学技術の 創造と実 

践 口 研究拠点形成事業の 下に行われた。 
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